
 

 

 

 

1 

出 資 団 体 監 査 

 

１ 監査の対象 

  公益財団法人寝屋川市保健福祉公社 

 

２ 監査の範囲 

  公益財団法人寝屋川市保健福祉公社（以下「公社」という。）における平成

 25 年度及び平成 26 年度(８月末まで)の出資に関する出納その他の事務の執行 

 

３ 監査の期間 

  平成 26 年 10 月３日～平成 26 年 12 月 19 日 

 

４ 監査の方法 

  事前に提出された関係書類（予算書、決算書、定款、事務決裁規則等）に基

 づき、関係者から説明聴取をするとともに、元帳、証書、伝票、その他関係帳

 簿の照合、点検、計数確認などの方法により実施した。 

 

５ 公社の概要 

 ⑴ 名称 

   公益財団法人寝屋川市保健福祉公社 

 ⑵ 設立趣旨及び目的 

   寝屋川市民が生きがいをもってより快適で充実した生活を送ることができ

  るよう支援するため、保健福祉や健康増進に関する情報の提供や人材を育成

  し、市民の参加と協力を得て、高齢者、障がい者及び保健福祉サービスを必

  要とする市民等に対する各種保健福祉サービスを提供することにより、地域

  社会の健全な発展と寝屋川市の保健福祉の向上に寄与することを目的として、

  平成 10 年４月１日付けで、財団法人寝屋川市保健福祉公社として設立。 

   平成 24 年４月１日付けで、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

  及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係

  法律の整備等に関する法律」第 44 条の規定に基づき、公益財団法人に移行。 
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 ⑶ 出資 

   基本財産及び運用財産を合わせた 2 億 5,000 万円を全額寝屋川市が出捐 

 ⑷ 組織 

   公社の役員は、公益財団法人寝屋川市保健福祉公社定款（以下「定款」と

  いう。）によると、理事３人以上 12 人以内、監事２人以内となっているが、

  平成 26 年８月末日現在では、理事長（代表理事）１人、常務理事１人、理事

  ８人、監事２人により構成されている。 

   また、定款に基づき、事務局が置かれている。 

   事務局の構成は、公社職員７人、市派遣職員１人、アルバイト職員 15 人と

  なっている。 

 ⑸ 事業 

  ア 生きがいづくりのための保健福祉や健康増進に関する情報提供、普及啓

発 

  イ 福祉・医療の人材育成及び知識の向上 

  ウ 快適な在宅生活を送るための支援 

   ① 市民協力員による支援 

   ② 専門職員による支援 

    ・ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）及び健

     康保険法（大正 11 年法律第 70 号）等の規定による訪問看護事業 

    ・ 介護保険法（平成９年法律第 123 号）の規定による訪問看護事業及

     び介護予防訪問看護事業 

    ・ 介護保険法の規定による居宅介護支援事業 

    ・ 寝屋川市等からの要介護認定及び要支援認定訪問調査事業の受託 

    ・ 地域包括支援センターからの介護予防サービス計画の原案作成事業

     の受託 

    ・ 介護保険法の規定による訪問介護事業及び介護予防訪問介護事業 

    ・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

     成 17 年法律第 123 号）の規定による障がい福祉サービス事業（居宅介

     護・重度訪問介護） 

  エ 生きがいづくりに関する支援 
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  オ その他、この法人の目的を達成するために必要な事業 

 ⑹ 採用している会計基準 

   公益法人会計基準の運用指針（平成 20 年４月 11 日、内閣府公益認定等委

  員会通知）に基づく。 

 

６ 寝屋川市との関係 

  基本財産２億円及び運用財産 5,000 万円の全額を寝屋川市が出捐している外、

 寝屋川市の指定管理者としての事業を実施している。 

  平成 25 年度に寝屋川市から委託を受けている業務の委託料及び補助対象事

 業に係る補助金の交付額は、次表のとおりである。 

 ⑴ 寝屋川市からの受託業務及び委託料 

区      分 平成 25 年度 平成 24 年度 

介護研修事業 

 高齢者等を介護している人及び介

護問題に関心のある人を対象に、介護

技術習得の講習会を開催した。 

179,409 円 211,362 円 

軽度生活援助事業・外出付き添いサー

ビス事業 

 協力会員が利用会員に、食事・食材

の確保、屋内の整理整頓など軽易な日

常生活上の援助や、通院・散歩など外

出時の支援を行った。 

764,854 円 921,432 円 

要介護認定訪問調査事業 

 介護支援専門員が要介護（要支援）

認定の更新に係る訪問調査を行った。 

147,000 円 191,100 円 
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介護予防サービス計画原案作成事業 

 介護保険法による要介護（要支援）

認定を受け、支援が必要であると認定

された人に、介護支援専門員が介護予

防サービス計画の原案作成等を行っ

た。 

1,048,335 円 1,071,617 円 

寝屋川市立西高齢者福祉センター管

理運営（指定管理者） 

 60 歳以上の市民を対象に、健康の増

進や教養の向上等を目的とした事業

を行った。 

23,400,000 円 23,400,000 円 

    合      計 25,539,598 円 25,795,511 円 

 ⑵ 寝屋川市から支出された補助金 

    区      分 平成 25 年度 平成 24 年度 

公益財団法人寝屋川市保健福祉公社

事業補助金 
12,366,946 円 12,334,471 円 

 

７ 収支及び財政状況 

  平成 25 年度の収支及び財政状況については、別表１の正味財産増減計算書内

 訳表及び別表２の貸借対照表のとおりである。 

 

８ 監査の結果 

  監査の結果を総合的にみると、事務の執行については概ね適正と認められた。 

  しかし、一部に検討、改善を要する事項が見受けられたので、以下に記述す

 る監査結果を踏まえて、一層適正な事務の執行に努められたい。 

  なお、軽易な事項については、それぞれ口頭での個別の指導も併せて行った。 

  

 ⑴ 収入調定伺において、決裁区分の誤りなどが見受けられた。公益財団法人

  寝屋川市保健福祉公社事務決裁規則に基づき適正に処理されたい。 

  



 

 

 

 

5 

  監査の結果については、以上のとおりである。 

  

９ 意見 

  公社は、寝屋川市における介護保険サービス及び障がい福祉サービス事業者

 として、市民の社会福祉の向上に寄与するため、収益に左右されない安定した

 サービスを継続的に提供している。 

  平成 25 年度においては、寝屋川市から 12,366,946 円の補助金が交付された

 ところであり、今後とも、効率的な事業経営を展開されるとともに、公社の特

 性を活かした高齢者、障がい者及び保健福祉サービスを必要とする市民等に対

 して各種のサービス、情報を提供することにより、地域社会の健全な発展と、

 寝屋川市の保健福祉の向上に、より一層努められたい。 
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別　表  １

（単位：円）

公益目的事業会計
在宅保健福祉サービス事業

法人会計 合    計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

⑴　経常収益

① 基本財産運用益    988,095    0    988,095

② 特定資産運用益    44,388    0    44,388

③ 事業収益    118,009,094    26,260,851    144,269,945

④ 受取補助金    12,366,946    0    12,366,946

経常収益計    131,408,523    26,260,851    157,669,374

⑵　経常費用

① 情報提供・普及啓発事業費    619,914    0    619,914

② 人材育成・知識向上事業費    838,701    0    838,701

③ 市民協力員支援事業費    1,473,204    0    1,473,204

④ 専門職員支援事業費    84,843,874    0    84,843,874

⑤ 生きがいづくり支援事業費    43,632,830    0    43,632,830

⑥ 管理費    0    26,260,851    26,260,851

経常費用計    131,408,523    26,260,851    157,669,374

当期経常増減額    0    0    0

２．経常外増減の部

⑴　経常外収益    0    0    0

経常外収益計    0    0    0

⑵　経常外費用    0    0    0

経常外費用計    0    0    0

当期経常外増減額    0    0    0

当期一般正味財産増減額    0    0    0

一般正味財産期首残高    51,574,055    875,805    52,449,860

一般正味財産期末残高    51,574,055    875,805    52,449,860

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額    0    0    0

指定正味財産期首残高    200,000,000    0    200,000,000

指定正味財産期末残高    200,000,000    0    200,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高    251,574,055    875,805    252,449,860

正味財産増減計算書内訳表
（公益目的事業会計・法人会計）

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

（平成25年度）

科　　　目　　　等
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単位：円

資産の部

流動資産

現金預金 7,889,890 11,178,173 △ 3,288,283

未収金 16,949,323 16,170,389 778,934

前払金 250,390 0 250,390

立替金 0 16,183 △ 16,183

流動資産合計 25,089,603 27,364,745 △ 2,275,142

固定資産

基本財産

基本財産積立資産 200,000,000 200,000,000 0

基本財産合計 200,000,000 200,000,000 0

特定資産

退職給付引当資産 25,466,889 22,658,400 2,808,489

減価償却引当資産 2,436,099 2,422,342 13,757

賞与引当資産 3,101,388 3,053,882 47,506

運用財産積立資産 50,000,000 50,000,000 0

特定資産合計 81,004,376 78,134,624 2,869,752

その他の固定資産

車両運搬具 2,193,660 2,193,660 0

車両運搬具減価償却累計額 △ 2,179,900 △ 2,166,143 △ 13,757

什器備品 256,200 256,200 0

什器備品減価償却累計額 △ 256,199 △ 256,199 0

その他の固定資産合計 13,761 27,518 △ 13,757

固定資産合計 281,018,137 278,162,142 2,855,995

306,107,740 305,526,887 580,853

科　　　目

資　　産　　合　　計

当年度 前年度 増減

（ 平 成 2 6 年 3 月

平 成 2 5 年 度 　 　 貸 　 借 　 　
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別　表　２

単位：円

負債の部

流動負債

未払金 10,560,470 11,619,673 △ 1,059,203

前受金 1,550,500 1,654,000 △ 103,500

預り金 12,978,633 14,091,072 △ 1,112,439

賞与引当金 3,101,388 3,053,882 47,506

流動負債合計 28,190,991 30,418,627 △ 2,227,636

固定負債

退職給付引当金 25,466,889 22,658,400 2,808,489

固定負債合計 25,466,889 22,658,400 2,808,489

負債合計 53,657,880 53,077,027 580,853

正味財産の部

指定正味財産

寄付金 200,000,000 200,000,000 0

指定正味財産合計 200,000,000 200,000,000 0

（うち基本財産への充当額） (200,000,000) (200,000,000) (          0)

（うち特定資産への充当額） (          0) (          0) (          0)

一般正味財産 52,449,860 52,449,860 0

（うち基本財産への充当額） (          0) (          0) (          0)

（うち特定資産への充当額） ( 52,436,099) ( 52,422,342) (     13,757)

正味財産合計 252,449,860 252,449,860 0

306,107,740 305,526,887 580,853負債及び正味財産合計

 対　 照 　表

3 1 日 現 在 ）

科　　　目 増減当年度 前年度

 


